国費・財務グループ

１．国費の会計事務
収入・支出の審査等の事務

　国費の支出負担行為の確認、収入・支出の審査並びに国の債権管理に関する事務の処理を行った。

　平成29年度の処理件数と金額は次のとおりであった。

　ア　歳　　入　　　　歳入調査決定等1,620件、収入済額40,445,696,389円

　　　　 一般会計の内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省、環境省各主管の歳入金

　　　　  特別会計の復興庁その他の各省各庁（文部科学省及び厚生労働省）（東日本大震災復興特別会計）各所管分の歳入金

　イ　歳　　出　　　　支出命令決議2,018件、支出審査述べ15,116件、支出額2,223,954,648,338円

　　　　　一般会計の内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省各所管の

歳出金

　　　　　特別会計の内閣府及び厚生労働省（年金特別会計）、内閣府、総務省及び財務省（交付税及び譲与税配付金特別会計）、厚生労働省（労働保険特別会計）、内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省（エネルギー対策特別会計）所管の歳出金、復興庁その他の各省各庁（総務省及び厚生労働省）（東日本大震災復興特別会計）各所管の歳出金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計法第４８条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国の債権の管理等に関する法律第５条

２．府費の支払事務
　府費の支払事務については、財務会計システムを使用して、口座振替、隔地払、公金振替及び本庁内払（納付書払を含む）の方法により行っており、支出審査状況等を確認するなど適正な事務の執行に努めた。

　なお、支払事務の大半を占める口座振替については、指定金融機関に支払データを伝送処理することにより、事務の効率化を図っている。

　また、口座振替不能及び支払通知書の再発行等に係る事務については、指定金融機関、関係部局等と緊密な連携を図り、支払方法等の訂正を行うなど適正な事務の執行に努めた。

(1) 支払方法別件数
	支　払　方　法
	件数
	構　成　比

	　
	件
	％

	口座振替
	443,220 
	82.08
	　

	　
	支払データ

伝送処理
	443,088
	82.06
	　

	　
	緊急支払等
	132
	0.02
	　

	隔地払
	124
	0.02
	　

	公金振替
	91,104
	16.87
	　

	本庁内払
	5,540   
	1.03
	　

	
	納　　付　　書　　払
	5,507
	1.02
	　

	計
	539,988
	100.00 
	　


· 上記件数は、府財務会計システムを使用して支払事務を行ったもの。
(2) 支払方法の訂正等処理状況

	　区分
	処理件数

	支払方法等訂正
	　件

	
	1,030
	　

	支払通知書の再発行
	10
	　

	返戻支払通知書の再送付
	0 
	　


※　上記件数は、平成29年4月から平成30年3月までに処理を行ったもの。

根拠法令等
地方自治法第１７０条、第２３２条の４、第２３２条の５、第２３２条の６

大阪府財務規則第１１２条、第１１３条、第１２６条、第１３０条、第１３１条
３．財務会計システムの管理運用
　（1）現行財務会計システムの導入

　　　 平成16年度より、いわゆる発生源入力を原則とする新しい財務会計システムを稼働し、意思決定を行う行政文書管理システムとの連携や、支出審査の権限の内部委譲とあわせて、出先機関を含めた各室課（所）において、支出負担行為や支出命令等の事務を一貫処理できるようになり、会計事務の円滑・迅速化等を図っている。
　（2）災害発生等に備えた危機管理に係る取り組み
　　　 災害の発生等により、財務会計システムが使用不能となった場合や、通信が途絶した状況を想定して、平成29年度中に、以下の取り組みを実施した。
1 災害時における大阪府の財務会計処理に係る模擬訓練（平成29年9月5日実施）
財務会計システムが使用できない環境下を想定し「緊急時の財務に関する事務処理要領」に定める方法で、ア）各部局において緊急支払いを要する案件を想定し、イ）模擬的に電子媒体による口座振替内訳書等を作成、ウ）会計局に電子メール等により送信、エ）ウ）で送信を受けた情報を基に資金決済表及び口座振替データ（全国銀行協会フォーマット形式）を調製し、オ）指定金融機関に引き渡すまでの一連の事務処理について、全庁的な取り組みとして実施した。
      ②支払データのバックアップ及び通信途絶時を想定した訓練（平成30年1月17日実施）
災害等により、通信回線が遮断され、指定金融機関に対して出納情報を伝送できない事態を想定して、日々バッチ処理により集計した支払データのバックアップデータを指定金融機関のデータ処理センターに直接持参し、非常時におけるデータの引き渡し搬入方法等を確認した。

